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・ 大学等におけるインターンシップの実施は年々増加（図表５－１、５－２）。起業家教育やＭＯＴ人材育成等のプログラムの導入
も進んでいる。（図表５－３、５－４）

・ 技術士の登録数は年々増加している。（図表５－５）

・ 産業界を含む科学技術の振興に必要な人材を養成する観点から、民間の優れた人材の起用、寄附講座の設置などにより、バ
ランスのとれた柔軟で広い視野を育成する。

・ 技術者の質を社会的に認証するシステムを整備し、その能力が国際水準に適合していることの保証、さらに、技術者資格制度
の普及拡大と活用促進を図るとともに国際的な相互承認の具体化を進める。また、学協会、大学等における継続的な教育の充
実を図る。

■第２期基本計画のポイント

「知」の活用や社会還元を担う人材養成

■第２期基本計画の進捗状況

■人材委員会等におけるこれまでの提言

【人材委員会（平成１６年７月）】
・ 個別の大学と企業群が契約に基づき、質の高い長期インターンシップを実施するなど、産学人材養成パートナーシップを確立

すべき。
・ 大学院等での高度な実務者・研究者を養成、大学学部における理工系教育、高等専門学校における実践的教育を推進するこ
とが重要。
・ 技術者の役割の明確化、社会的地位の向上、技術者自身の社会的責任や倫理の明確化が必要。
・ キャリア・パスのひとつとして研究活動を支える専門人材としての道を選ぶ環境を整えることが必要。
【総合科学技術会議フォローアップ（平成１６年５月）】
・ 産学連携には、産と学を繋ぐ目利き人材が不可欠であり、知財専門職大学院・技術経営（MOT）コースや大学における起業家

教育の充実、および大学・産業界の間での人材交流などを通じて、目利き人材を育成していくことが重要である。
・ 技術経営（ＭＯＴ）人材の養成、知的財産人材、企業支援等の専門家、評価専門家等の育成・確保への取組が必要である。
・ 技術者教育、技術者資格の付与、継続的な教育を通じた技術者の資質能力の向上への取組が必要。
【ヒアリング意見】
・ 産業界には技術者を育てながら活用するという観点が必要。
・ 大学の先生が自ら企業の現場を体験し、考え方、優れた面を学ぶことが必要。

資料３－５
科 学 技 術 ・ 学 術 審 議 会

基本計画特別委員会（第３回)

Ｈ．１６．１１．４
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○「知」の活用と社会還元を担う人材養成①

創造された「知」を経済社会に生かし、持続的な発展を遂げていくため、「知」の活用や社会還元を担う人材養成に向けては、

産学官それぞれの特徴や役割を踏まえた連携を一層強化することが重要。このような観点から、産学官連携による人材養成や、

産学官連携等を推進する人材や技術者など多様な人材の養成・確保に向けた取組を推進する。

（１）産学官連携による人材養成

１．大学や産業界が、社会の様々な分野において活躍し「知」の活用と社会還元を担う人材を養成する観点から、社会
ニーズの変化に対応した人材養成に取り組むことが求められる。このため、研究開発だけでなく人材養成においても
産学官連携を進め、産業界への学生の比較的長期のインターンシップ（長期派遣型産学共同研究）、大学を拠点
とした産学の集約型共同教育や産学官共同研究への参加、大学教員自身の企業体験、技術者や知的財産に関する
業務経験者の人材交流等を推進する。

（２）「知」の活用と社会還元を担う多様な人材養成

１．産学官連携を推進する人材養成のため、知的財産やMOT教育等に関する各大学等の自主的な取組み等を促進する。

特に、我が国の経済社会を牽引する高度で専門的な職業能力を持つ人材を養成する観点から、専門職大学院の教育の
質的向上を支援する。

２．地域において、大学等の知恵を活用した産学官連携を推進することは、革新技術・新産業の創出等による地域の活性化
に大きな役割を果たすため、地域の産学官連携を牽引する、コーディネーターや研究者などの人材の養成の取組を推進
する。

３．研究者の意図や研究内容を一般国民にわかりやすく伝え、あるいは社会の問題意識や認識を研究者の側にフィード
バックする役割を担う者の活躍が必要とされている。このため、科学技術ライター、高度の企画力を持つ学芸員等の科学
技術コミュニケーション人材の養成を推進する。

４．地球環境の破壊の深刻化や、生命倫理問題など安全・安心に関わる問題のように、科学技術の発展が提起した新たな
問題に取り組む上で、自然科学や人文･社会科学分野で得られた知識の統合など分野を超えた取組が求められているこ
とから、大学等において、人文・社会科学分野の研究者を含め、広く科学技術全般に貢献することのできる人材の養成
に取り組む。

【※産学官連携の推進の全体については、次回の検討課題とする予定】

■第３期基本計画において採るべき主要な方策（案）

「知」の活用や社会還元を担う人材養成
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○「知」の活用と社会還元を担う人材養成②

（３）技術者の養成・確保

1. 大学院、大学学部、高等専門学校、専修学校等における技術者養成のための実践的教育を推進するととも
に、企業の技術者等の能力開発システムを構築するなど社会人の再教育の機会を一層充実させる。

2. 小・中・高等学校等におけるものづくりに関する体験的な学習等の充実など、ものづくり基盤技術に係る
学習の振興を図る。また、ものづくり基盤技術の一層の振興を図るため、高等専門学校等において地域の企
業等と連携した取組を進める。

「知」の活用や社会還元を担う人材養成
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知の活用や社会還元を担う人材－人材養成面における産学官連携の強化－

図表５－１ 大学等におけるインターンシップの実施状況（H１４）

文部科学省調べ

○平成14年度に授業科目として位置付けたインターンシップを体験した
学生数は，

大学：30,222人 短大：3,725人 高専：5,174人

※「インターンシップ」：学生が在学中に、企業等において自らの専攻や将来のキャリアに関連した就業体験を行うこと。

○平成14年度にインターンシップを授業科目として位置付けて実施し
た学校（実施率）は、

・大学：317校（46.3％）対前年度4.4ポイント増

・短大：117校（23.9％）対前年度0.5ポイント増

・高専： 57校（90.5％）対前年度3.4ポイント増

といずれも平成13年度に比べ増加。
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学校数 104 107 143 186 218 281 317
実施率（％） 17.7 18.3 23.7 29.9 33.5 41.9 46.3
学校数 36 39 57 81 108 127 117
実施率（％） 6.4 7.0 10.3 14.7 21.1 23.4 23.9
学校数 31 35 39 48 52 54 57
実施率（％） 50.0 56.5 62.9 77.4 83.9 87.1 90.5

大学

短大

高専

・インターンシップを行う大学等は年々増加しており、授業科目として位置づけて実施する学校も増加している。
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知の活用や社会還元を担う人材－人材養成面における産学官連携の強化②－

・製造業・非製造業で大きな差はみられないものの、資本金500億円以上の企業の半数以上がインターンシップ制度を導入。
・インターンシップ制度導入の主な理由は、「大学との連携強化」と「採用活動の一環」。
・インターンシップ対象者は、修士課程１年が多数。
・インターンシップの実施期間は「２週間～１ヶ月未満」が多数。

図表５－２ 民間企業におけるインターンシップ制度の導入状況

出典：平成１５年度 民間企業の研究活動に関する調査報告
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知の活用や社会還元を担う人材－産学連携を推進する人材－

図表５－３ 大学における起業家教育の実施状況 図表５－４ MOT人材育成プログラムの例（平成15年度）

・大学等において、起業家教育やMOT人材育成等のプログラムの導入が進んでいる。

《起業家育成のための授業科目の例》

・茨城大学工学部「ベンチャービジネス入門」

・三重大学生物資源学部「ベンチャー企業論」

・公立はこだて未来大学システム情報科学部「起業家としての自立」

・産能大学経営学部「ベンチャー企業論」

・倉敷芸術科学大学国際教養学部「アントレプレナー戦略論」

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」(平成16年3月）

出典：経済産業省「技術経営のすすめ」(2003年10月）
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330
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509

ディグリープログラム ノンディグリープログラム

定員（名） 定員（名）

45 （株）アイさぽーと 40

高知工科大学大学院　工学研究科基礎工学専攻 210 （財）大学コンソーシアム京都 20

静岡理工科大学大学院　理工学研究科 25 東京大学　先端科学技術研究センター 約90

芝浦工業大学大学院　工学マネジメント研究科 28 40

10 小計 約190

30

東京大学　先端科学技術研究センター 60 単一講座

東京工業大学大学院　社会理工学研究科 若干名 科目数

東京都立大学大学院　社会科学研究科経営学専攻 40 青山学院大学大学院　経営学研究科 2

東北大学大学院　工学研究科技術社会システム専攻 30 金沢大学大学院　自然科学研究科 2

名古屋工業大学大学院　産業戦略工学専攻 21 （株）グロービス 1

日本大学大学院　グローバルビジネス研究科 25 工学院大学　第1部国際基礎工学科 4

北陸先端科学技術大学院大学　知識科学研究科 20 高知工科大学 3

44 （株）サイコム・インターナショナル 6

25 東京大学 16

約55 東京工業大学大学院　情報理工学研究科 1

小計 約670 東京都立科学技術大学 2

東京農工大学大学院　工学研究科 2

※H１５．１０時点で開講中のプログラム。 山口大学大学院　理工学研究科 3

小計 42

横浜国立大学大学院　環境情報学府環境マネジメント専攻

教育機関名教育機関名

※数値は、「技術経営（MOT）教育の現状に関する調査（２００３．
９）」に基づくものであり、必ずしも国内における全てのMOTプログラ
ムを網羅したわけではない。

早稲田大学大学院　アジア太平洋研究科国際経営学専攻

立命館大学アジア太平洋大学大学院　経営管理研究科

北海道大学　先端科学技術共同研究センター

教育機関名

九州大学大学院　経済学府産業マネジメント専攻

信州大学大学院　経済・社会政策科学研究科イノベーション・マネジメント専攻

筑波大学大学院　ビジネス科学研究科経営システム科学専攻
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

知の活用や社会還元を担う人材－技術者の養成・確保①－

・最近の技術レベルの進歩は自分の能力に比べて速いと約８割の技術者が認識。
・自分の専門以外の技術の習得が要求される時に、能力不足を感じる技術者が多い。
・技術士の登録者数は年々増加している。

①技術者から見た最近の技術レベルの進歩と自分の能力との格差

自分の専門以外の関連技術に対する
習得が要求される時

仕事が旨くいかず壁に突き当たった時

最近の技術革新の早さに
追いついていけない時

外国語、コンピューター等基礎知識の
不足が感じられる時

自分の技術と会社が要求する技術の
ギャップを感ずる時

その他
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自分の能力に比べて
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20.2％
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34.8％
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45.0％

回答数：1,407人
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③技術士登録者数
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図表５－５ 技術者の現状

②技術者が技術的能力の不足を感じるとき
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知の活用や社会還元を担う人材－技術者の養成・確保②－

①コンピュータ制御技術研修 ②環境診断技術研修山梨大学

水素エネルギー海上輸送のための基礎技術神戸商船大学

新しい製品化技術の理論の応用広島大学

デジタルファクトリの構築と運用技術研修岡山大学

マイコンシステム開発技術研修コース新潟大学

高機能材料とその応用－解説と高度機器分析実習－徳島大学

病原真菌に関する研修会千葉大学

植物資源のファイトセラピーへの応用展開熊本大学

集束イオンビーム（FIB）装置と透過型電子顕微鏡（TEM）によ
る微細構造評価の実践

九州大学

①新技術開発への品質工学手法と応用②ナノテク概論と計測
技術とその実習

群馬大学

テキストマイニング技術大分大学

①腐食計測技術 ②電気防食の理論と実際③ステンレス鋼の
腐食防食対策技術"

横浜国立大学

企業情報システム設計静岡大学

①光・視環境コース ②加工・評価コース ③情報メディアコー
ス

富山大学

研磨加工技術コース埼玉大学

・産学連携の一環として、企業等の技術者・研究者の再教育を目的とする高度技術研修（技術者・研究者向けの国立大学等公開講
座）などが実施されている。

① 共同研究センターによる高度技術研修
（技術者・研究者向けの国立大学等公開講座）の例

② アグレディテーション・システムの導入状況

出典：科学技術基本計画（平成１３年～平成１７年）に基づく科学技術政策の進捗状況

学協会等で構成された組織（日本技術者教育認定機構；
JABEE）が実施している、日本技術者教育認定制度※におけ
る認定状況

・ 平成13年度認定プログラム 2分野、3大学、3プログラム
・ 平成14年度認定プログラム 9分野、20大学・3高専、

32プログラム
※大学など高等教育機関で実施されている技術者教育プログラムが社会の要求水準を満

たしているかどうかを外部機関が公平に評価し、要求水準を満たしている教育プログラ
ムを認定する専門認定制度

③ 技術マネジメント教育の対応状況

出典：「基本計画の達成効果の評価のための調査」

図表５－６ 技術者養成の取組

注）理工系学部（大学院を含む）において、ビジネス講座（実践的な技術者人材や企
業化人材の育成を目的として、経営や企業に関する事項等について教育を行うもの
）を置いている大学数。（平成13年8月現在）

１１５校５２校１２校５１校
ビジネス講座を置く
学校数

５９．３％

１９４校

合計

４６．８％５２．２％８５．０％割合

１１１校２３校６０校理工系を置く大学数

私立公立国立
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